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はじめに

本稿は，パキスタン農業古iJもとに相当する分聖子の

うち，特に現ノミキスタン農業を理解する上に重要

である生産力の地域集仁判ヒと土地制度の特殊性と

いうこつの問題を，土地市場の展開過程の問題と

して分析したものである。

分析対象としてパンジャーブを選んだのは，英

領期の資料が情対的に豊富であることと、 IEI土の

26% (1972年現在）を占めるパンジャー7が，人口

の58%，主要食糧作物生産の67%，主要非食糧作

物生産の69%，そして主食である小麦生産の77%,

棉生産の72%を占めるとし、う事実の重みである。

英領期は1849～1947年のほぼ100年にわたるが．

論旨を明解にするために，分析をもっぱら土地市

場の生成と展開に絞り．利用可能なデーケーを用

いて分析の定量化につとめた。したが J 、て本稿は

英領期におけるパンジャーブ農業に関する一つの

試論でもある。
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I 土地における私有権山生成とその志義

1. 英領期以前における土地用益権の解釈

パンジヤ一プカAJ定領にな〆） iこ，，，

るつこの当時のパンジャーブはー現在の北西辺境

州，インド側の東ノfンジャーブも含む広大な地域

であった。もともとこの地はムガル王朝の根拠地

であったが， 1707年アウラングゼーブ帝の死伶ム

ガ／レ王朝は急速に表退し，ついに1752年アフカー

ンのドゥラーニー（AhmadShah Durrani）に侵略

され‘併合された。その後ノJンシャーブは三』y教

fむ＇）支配するところとなったか， 1K49年の第三次

英一シク戦争によってイギリスの支配下に組み入

れられた。

実領期以前の土地制度に開しごラの詳細を述べ

るスペースはなL、が，少なくと t，英領期の土地制

度とは以下の点で異なっていたと思われる。第 1

は．土地の上級所有権が王朝にある，という認、識

である。この認識の下で地租の【求権が王刊にあ

り，土地の用益権，相続権に対する貢租の義務か

農民にある，というルールが定着していた。第 2

は，耕作は農民にとって権剰と三ろよりは義務に

iFrかったとU、弓ことである（ii1 ，什二の経済下的意

味は，貢租の形態をとる地代が，理論的地代と等

しいか，それより大であった，ということである。
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この事実を具体的に証明するのは困難であるが，

農民の土地からの逃亡が禁じられ，そ（！）誌を破っ

／こ者が重b弓 :Jl］を受けてし、た i拝支が一つの論拠にな

る。逆の言い方をすれば，もし土地の用益権を得

ることによって農民が利益を受けるとしたら，土

地からの逃亡は起こらなか v、たはずである。つま

り英領期以前は土地に商品納値が生ずる制災li'.i基

盤がなかq た，と推測せぎるをえないわけである。

第3は， J：±也（の用益権〉を t'lITT；こ処分すら竺どは

制度的に認められなかったことである。

こうした理解のしかたに対する反論として，ア

リーガノレ学派のイノレファーン・ハピーブのものが

ある。彼の批判点の第 Iは，土地の唯一の所有者

が王朝であり、農民がその用益権に対して支払う

対価が地代であるという証拠はなく，農民が支払

っていたものは地代と言うよりは現代の地税に相

究するものである，という点である（注幻 第三：土，

マーリク（Malik）とか－？/I,＇＼ーヤト（ Ma;kiyalJと

いう名称が，王朝以外に土地の所有者の存在した

証拠であみ、という点である（注3〕。しかし円時の

農民が土地の自由な処分徒を有さなか円たことは

彼も認めている〔注4）。またアウラングゼーブの治

世には，土地の占有権の抵当や処分が行なわれて

いた，という指摘もある＇. ii5 ¥ 

中央の権力が衰退してしぺ過程で，地方におい

て土地に対する中間介在者（たとえばジャーギール

ダール，あるいはカルダール〕，あるいは耕作者の関係

がさまざlな形f患をとったであろうことはだ；｛象に

難くない。事実，ムガ〉レ，シク時代の貢私キをどっ

ても 8分の lから 2分の lまでさまざまである。

したがって地方によっては外見上あたかホ現代の

土地所有者と日様に振舞〉ていた農民がし、たとし

てもいっこうに不思議でない。したがってこうし

た事例をもって英領以前における制度としての土

英信lイ〆ドにおける土地市場の生成と民開

地と人間の関係を一般化するのは危険である。た

；＇~4玉稿では，最初に述べたように，英領期に導入さ

れた士地制度じ‘それ以前の制度とは異質なもの

であった，という一般的な仮説を出発点としたい。

2. 英領期における土地私有権の硲立

ノ、ンジャーブにおけるイギ l）ス（正確には185州一

七汁上東印度会干uの支配が確立した1849年以降，

パンジャーブにはU、くつかの新しい制度が導入さ

れた。その中で最も重要なものほ J弘有権と契約（！）

制度であった。 -t.J山を私有することの意義は，夜、

有地の自由な処分権を得ることにあるが，その行

為によって私有の経済的意味が生じるとすれば，

それは地代と弛税との相対比王将；叶問題にかかわ

てくら。

植民地行政の大きな目的が歳入ベースの拡大で

あったことは疑う余地がないが，そうだからと

〉て以前の為政者の課していた税平と同じであザ》

ごは政権の安定は主h行なかった4二とも事実であ

る。そこで地税率をどう決めるかというのがイギ

II スj）当面した深刻な問題であった。同様に三の

j也悦キをめぐって‘それを要求ずる権利と，土地

の私有権との聞の矛盾も問題化した。

土地の私有権と課税の理論的基礎に関しては，

fギ IJスの効用学i押し中でも j・ミ 1c(James J¥Iill) 

の影響を無視しては語れない。イ午リス本国のイ

ンド・オフィス（India0伍ce）に職を得ていたミル

は，インド農民に土地の私有権を賦与することに

は反対であったコ彼i土，植民地行政に必要な財似

は，一1－べての土地が＼J;j家に属し，農民がすべて国

土の借地人（20～30年の leaseholder）となれば，国

守さが借地人に地代を要求すると ν、ろmで容易に剖

達できると考えたっこの背後i二l土地代が総収入

から自家労働コスト，資本利潤を含む総費用を控

除した部分である以上，生産水準，生産物価格，
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および資本雰積に何ら影響はなく，「彼（岳民〉が

土地の私有者に地代の形で支払おうと，国家に地

税の形で支払おうとヲ彼にとっては全く無関係で

あるj位引という ＇rtえ方があった。ミルが反対し

た今一つの理由は， 「いったんj世代の令部を所有

するようになると，~民lま進んで自分の土地を借

地に出し，安易な地代取得者（idlerent-receiver）に

なるであろうj悦 7)という予測である。土地の私

有権を賦与することが地代の一部を所有すること

になる，という考え方には，当時のイギ l）スの土

地制度に対する地代論者のある穏の敗北が夫現さ

れている。つまり土地の私有制の下における地代

と地税の禾離という現状認識がそれである。 1+ 
地は元来何人のものでもない， しかし資本iよ常；二

誰かに帰属するJ（注8とというのがミルの土地に

対する基本的考え方であった。

こうしたミルの考え方は現実には採用されず‘

インドにおける土f也の手ム1-f俸は確立した。しかL

地税要求権の基礎は国家の土地に対する k純所有

機であり，地税率の基礎が地代である，というで

え方はインドの土地行政の中；こ定:P'Lた。ず生

1828年にはマルサスの高弟であるヅリン JゲPレ（R_

K. Pringle）が，デヴカンにおいて土地を生産力に

応じて 9区分し，それぞれについて地代を露出し

た（注9）。そして地税率は前為政者の水準や，一般的

経済状態を考麗して地代（netproduce E呼ばれ？こ＼

の55%と定められた。このよ也税率の境、定の意義l士、

まず当局がはじめて理論的地代の算定を実際の行

政面で行なったことである。第2に，地F誌の土限

は地代である，というミルの主張が採用されたこ

とである。そして第 3に，地税不を地代の55%と

定めたことによって‘地代論iこ＿tれ：:f本来l司家iご

納めらるべき地代の一部分（この場介45%）が土

地所有者の手元に残ることになったことである。
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今この部分を「私的地代」と呼ぶと， この私的地

代の制度化こそが，土地の商品価値を顕在化せし

めた基本的要因であったと言うことができる。

さてプリンク’ルの地税査定法は，その算出手続

の煩雑さから，それを全国的に適用計ることには

最初から無理があった。 1833年インド総督ベンラ

fンク（Lord1.'¥'illiam Bentinck）は，新地税査定i去

を条例第 9日ー（RegulationIX）によって発表したの

これは行政区の中に生産力の同頁な区分を作りー

そのII分を究定単位（as吋 ssmentcircle〕とし，地

代を算定する代わりに現行の小作料をその近lf~ ｛［fl

として用いるという方法であった。ハンジャーつ

はこの条例第！）号の適用を受けたが、地籍むよじ

1~mn _ift定事業（~ettlemc凶〉の初Wlにおいては，

j世間率は個々の在定官（Sdtlementりfiicer）の判断

に委されてL、た。その証拠じ，ある査定官は:J-Il収入

η11分の lが適当であると言＼，＇，またある地域で

は， ムケ［kf/¥'.:l1）地干且の80りらが適当であるどされた

' ii ]{)'i C しかし1887年じパL ジγ－fl也悦法(l'unjiil,

Li!rnl Revenue Act〕が制定されるに皮ひ，地HH

i土地代のコ分(I)1とがとめられ． 11）：》,'Jif-にlt i分の

l に修正；~ ;lttこ。また地税率はご（）年間iii＇｝置さと主

れたが，これは1893年に30年に延長された。こ山

地税卒の長期据l買さと L‘う措置は‘士見(i；，納入んj；乙

向づけられたためと，英領期における生産）J vi上

外‘および f:, 7レによ》－c,i長述ーするよ－Ii二、

私的地代の著しい増加と Li う結県工：1：むことに／九

ノ ，tこ。
( J_ l ! ;,iijj, ；；＇／；ミ；＿ l"J I iう＇ Ii , ↑；，，， -;-; 什ず L、

心。；江1怒1「I「l七：11:1＞己fをとi’υjじ1 I; ,"~ )>~ J；ι 

町J, ・[mJ c『り：林』：b二卜 frh jJ lリβリ：1），ヘ

〔I士2) Hal刈b, 1., The Agん 1rim1 System of 

λfughal India, London, Asia T'u：〕Iishing I lou只e.

1'1り3,P-ll l 

C主；t〕 Ibid.,P-112. 

〔ft4〕 Ibid.,p. 115. 
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（注5）近薬品i1織論文。

（注6) Mill, J., Elements of Political Economy, 

London, l lenry c; Bohn, 1844, p. 248. 

〈注 7) Stokes, E., The English Utilitarians 

and Indi・a,Oxfor,l、ClarendonPr出 s,1959, p. 110 

Ci主8) Mill, of,. cit., p. 255. 

Ci主9) Stokes, op. cit., pp. 99-100. 

(i主10) Report on the Revised Settlement of 

the Shahpur District, Punjab, 1866, p. 118. 

II 土地私有権の「非市場」世l）的分配

1. 土地私有権の賦与とその対象

英領期においても，否現在においでさえも土地

芳賀の自由が，親族による伝統的な先買権という，

u、わば「生ける法jのために随害される例法珍し

くない。しかし土地売買の自由が，私有権の確立

をもって法的保護の対象になったことは英領期に

おける制度改革の結果で、あり，それ以前iこは経験

したことのないものであった。すでに述べたよう

に，地代とj也税の不離，すなわちここで言う私｜下］

地代の発生によって土地の商品価値が生じたが，

このことが農民の土地との関係を「義務jから

「権利」へ移行せしめる経済的条件を形成し，か

つまた土地市場生成の基｛誌を作った。そこでこう

した商品価値をもつに至った土地の私有権が，ど

のような形でだれに賦与されたかを問題にしなけ

ればならない。

イギリスは，パンジャープ併合と同時に，土地

私有権の賦与および地税の査定のために大規模な

地籍調査を行なわなければならなかった。この地

籍調査を含む査定事業は、簡易査定（Summary

Settlement）から最終査定（FinalSettlement）まで

あったが，ほぼ1870年頃土でに完了した。その過

程でイギリスが直面した困難な問題は，だれに私

有権を与えるかの判定であった。前にもちょっと

笑償インドにおける土地市場の生成と侯開

触れたように相次ぐ侵略，政権交替tこ伴う中間利

権の発生，中央権力の弱化に伴う土地用益権の実

質的意味の変化等々の要因によって，土地と人と

の関係は相当に崩れていた。植民地官僚の中にも

「われわれ以前の為政者の冒したすべての不正行

為を正す竺とがわれわれの使命であり義務である」

（注2）といった意見もあった。しかし不正行為を正

すのに必要な証拠も時の捕れとともIこ稀薄になっ

ていたいまた処方筆いかんによっては病気がか

えって悪くなる，といった事態も十分想定できた。

したがって結果的には地籍調査当時土地を管理し

ていた者に土地の私有権を与える以外に適当な方

法がなかった。英領期以前の権力の基盤は，厳密

な意味での生産力というよりね，むしろ管理する

土地面積の広さに置かれていたが（注U，その管理

されていえ土地に対する私有権の賦与は，土地の

商品価値の生成と土地市場の展開を軸として，後

述するように，土地を基盤とする権力機構に新た

な展開をもたらすことになった。

2. 英領期における濯潮投資と土地分配

土地私有権の分配に閲する今一つの問題は，莫

大な濯概投資によって耕地化したパンジャーブ平

野の入植事業である。地籍調査の過程で，土地の

権利義務関係の不明確な広大な可耕地がイギリス

の手元に集積されていったが，これらの土地が濯

概さえ行なえば肥沃な耕地になることは早くから

注目されていた。パンジャーブ地方には，すでに

ペノレシャ井戸や土候の手による溢流擢蹴用水路，

あるいは生産的目的ではなかったが，かなりの規

模の濯概用水路も建設されてヤた。こうした事情

からイギリスによるパンジャーブに対する濯瓶投

資は予想外に早く開始され，その結果，主として

ドアープ地方（注4)に広大な入植地（canal colony) 

が形成された。
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英領邦jにおける港問投資に関して指摘しなけれ

ばなら／：n、ことは、投資が主として収益性を基準

としと行f仁j-,,11たために，社象地域が偏.if；したこ

ととヲその結果形成され ！：入t1U~ ，；〕土地が苦しく

政治的に手ljl討されたことである η こプ）J:i.士今＇？ L

Pl しくJ会話、jLて／式上う》

11) 濯減投資の収益性と地域集中

f干 1）スの准概投資が、 イン！？における凱僻♂）

救済事業であ J Pたとし、う説は、／J：，、 ・Jif):Jおとしご十：上

1［しくないc 確かに飢官1/iWJjillli羽のdli枇 )l];,j(路 ft作

（， れたが‘ もしこれが主打11'.Jでふ〆】たと {r;)t－宇;j,

' f，その投資額が極端に少tcか Jたこ土や. ;m瓶

投資そのものが飢！宝に比較的見舞われなL、Jllilit：二

集中してレる：伏況を説明ずることは不可能で、あ

、－，
／，；，。

英領期における濯椛投資に閉しては，大別して

よつのがj機を考えることができるの第 1；土、議入

ベースの強化であるJ これ：土耕地半‘ lH、t寺2およ

び生産ノjv l i{') IJIJを通じ，またfiJl鋒地域の歳入ロ ζ

をi坊ぎ，救済資s三（／）節約を図ることによって実現

すると考え九れた、、羽 2は. Jl：＼、意味で、の政治的

安定である十 これは濯紅施設の拡充に伴う生産力

の増加，雇用の梢力II. 士池一人口比率の改子tf. 入

杭地の士1也分配等々を通じて達成されるとよ汚えら

れた。第：H土‘ j毎：十需要の旺盛なft:物（十Ii'.‘／j、メエ）

の増産と、軍用馬、ラケザの飼育であふ、

英領期に建設され‘ふる＇.、 i工修i託されたj者／；粍用

水路は，財政的見地かわ大規模事支（I¥Iaj円γ ＼York:） ' 

小規模事f主（九li口0γ 双7川 i王円）に分餌き；／t‘九1j者；土さ

l、〉に生産的It！水路（f’r拘duciivο （：叩礼］｝とi汚御的片） 

;k『各（f'roiじt、ti‘v 《且 L也ιan，‘1

＊路i土収益性を主限と Lてし、るのに主、札、防御的

用水路It刻lj;革；予見舞われヤ寸 L、illiM:iこ建設さ h,

ぞのHi't'-J（土i収益性ご／仁く釘l姥｜リjflllであーノたペ小規

ヱヱ

同事業；土噌主として英領期以前に土｛淀川子に上 1

ご作られた小規模のj益；耐律事正用水路：＿Innund川 JOI〕

Canal , cl)改修事業で，そのため投下資本，；＿，少傾て

" ' lノ均一； ;c_,, 

日 l表：上司 ｜ゾ）分割に従って英阿 1；..ド、 /c_,・) 

ひ、；こ p＇.＞ジ γ一つの1控：既投資｛以tMB'D／）門己分：l犬

；児を’lミしたものぐふる。 j,i］友よ，） ＆主尚－1'ンドにむ

ける；11：椛投資額ハ81)",,1；む1長、ノ、〉〆 γーイにボー l

ごははほ l()（）＇；らが生産的 FtJ;,j(；治しり述；Ctに配分され

い、ることが明白になるじ 1()() 1年 Lつインドi1l'1f't云

日会しt，自L俸防御用の；・m1何事業主（足jfil-,J-べく，そ

の投資基準を設定したが‘第 11」に見るかぎり‘

1リE）／三υ年の時点におL、ご i，一英領インドで 15＇；；，.ハ

水準にとどま－， tこっも「とも二日）水準でさえ，J、1九

模事業の縮小によるところ均ゐ多く．全体としご札

た場合，生産的用水路への投資の＼ljfj正L全否定する

材料にはならない.，パンジャーヅの渇台、 このいII

iRは著しく‘ 19:2β，I' _ _>,7年 :tでの防御1的用水路建，，立

への資本投下は全体のわずか 1.3%に計ぎなか l

Tニ。

同去によ，〉て示されている今一つの事実は，英

領イン lごにおける濯瓶事業に占めてし、るパンジ γ

ーイぴγ.if1J(tc1J一向さであるの比較司能な1919/:20年

士と v にごみると‘総投資額に占めるパンジャーブ

円,l:1]{-;'I土；30s；，であり、 1草i慨 而 積 に 11iめる主1］台は

九（）（〉（）；こ）えんでいるう

二c'）ごつの事実， J ラセりi謹瓶投資のベシジャー

ブ、への多額円配分‘そして生産的用水路建設への

投資（パ許しいKiiりを説明する要因は何であ 7，う

今－＝－ icをコス！、比較によ J》て検討すると，

1 l) 19/:20 ffまでに J 山、二；t防御l河川水路の 1エ－

－／］ 」当：1iWi伐コスト i土、保市的肘7}(¥1%日＞5 1丸小

同開1作業山村倍；ニ相当寸る二とがわ力込る υ ネミ0H1 

ド~＇：休日土，生産的用水路建設，，，／）投資ハ偏り
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英領インドにおける土地市場の生成と展開

英領インド，および英領ノfンジャーブにおける灘瓶事業の業種別コスト比較

小規模事業 ｜ 
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パンジャーブにおける濯瓶投資の収益性
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~ 2 表

T 
K= :£ (GRο－k)/(1十r)t

t=I 

ただし βz便益， C＝費用， GR＝粗収入， T＝償却年数（＝50),0＝維持管理費

瓦 投下資本， L二資本手1］二r.i＝利子判）.05), rて二内部収益平

（礼)i主1926127年現在，江川一上1-)10%以下

ホこれはスィドナイ（Sidhnai），ムザ、ッファルガル（Muzaffargarh），チェナープ（Chenab）の 3溢流港紙用水路

の捻称で、ふるっ

23 

T , T 
~- GR/(1→iνI .2' (O+kl/il+i）判－K1-1 推計}ji);:B/C （注）
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が相対的コストによゥて説明できる。しかしバン

ジャーブに関しては，コスト比較では説明できな

い。防御的用水路の単価の方が安いからである。

そこでノミンジャー寸、における主要用水路の収益性

を推計したのが第2表である。

第2表によると， f便益一費用比率」 （／＂い＝ l, 

あるいは内部収益率，o.osという投資基準え；下阿

っているのは，上チェナープ，上ジェーラムの 2

用水路のみで，残りの収益性，特に現ノ； I;-，，タン

の主生産地帯を濯j慨している下チヱナーブ，下ジ

コニーラム、そして下夕刊］ー・ j＇.アープの九大用水

路のそれは許しく商νこ二とが判明する。この収益

性の低い 2用水路は，下パリー・ドアーブ用水路

のフィーダ』水路であるから，濯棋は副次的であ

り，したがりて独立の収益性が低くなるのは当然

である。この 2用水路を含むノ：ンジャーブの生産

的用水路の全体としての「便益一費用比率」は，

1919/20年を基準とすれば， 1.39，内部収益率は

11.0%となる。この数値は英韻インドの1.07,

6.1%より高い。つまりパンジャーブの生産的用

水路の相礼的収益性の高さが立証される。

生産的用水路と防御的用水路の収益性比較は，

1926/27年を基準にし／乙ものしかない／うt，説者の

「便益一費用比率J；立l.59，内部収益率は15.1%

であるのに対し，後者のそれは0.74, （一）10%以

下となって1ぜ、る。 Nl者iこ投資が集中する原因がと

こにある。

以上の分析結果を要約すると，英領イン jご期に

おける濯i慨投資が，心共投資とL、う形態をとりな

がら実際は収益性という私的投資の某準を優先さ

せた結果，投資対象地域もメンジャーワのように

投資効率（注7〕の高いところ，その中でも肥伏なド

アーブ地方に集中することになり，飢娃防御用の

濯瓶投資が閑視されたことである。この分析結果

24 

は本稿のテーずである土地市場の展開を考える｜：

できわめて重I認な意味を持っている。ぞれは，

ンジャーブにおける濯瓶投資が，「技術的限界地」

位 8〕に行ーなわれた縞果，第 l形態とともに第三形

態の整額地代の発生を同時的に経験したことであ

る。後者に関してi土植民地当局も認識しており、

「濯f向によって生子る地問」とか「強也地税」！

呼ばれていた哨9）。したがってドアーブ地方の土

地所有者は，二の第2形態の差額t世代の一部をも

私的地代として，私有することになったわけであ

る。当地の土地の商品価l怖が相対的に上昇した珂

由である。

ドアーブ地方の擢i陵地の商品価値の上昇はこ;Ji

にとどまったわけではなく．この極のI也代の持：t

源が擢概技術であり，しかも乾燥地域の農業にお

りる濯瓶技術の特殊性から， ［後発的技術j .i. 11, 

もこの擢瓶地に集中する傾向を生み，そこでの土

地の商品価値はますまま増加していった。

(2) 入植地における土地分配の形態

すでに述べたように，広大な「技術的限界地」

が，大規模な濯瓶事業によって耕地化したわけで

あるが，植民地政府はそこに入植地を作り，さま

ざまな入植政策を展開した。

入植政策を土地分配に関連させて言えば，まず

小農の地としてのバンジャーブの伝統を守れなか

ったことである。その極端な例が下チェナーブ用

水路によって作られた入植地の土地分配である。

第3友に示されるように．ここで怯資本家（土地

割当て150～500エーカー〕，ヨーマン（土地割当て100

～125エーカー〉，小農（土地割当て12.5～75エーカー〕

とνろりテゴ IJー；こ分けて土地の分担を行なす〉

た。本来の意図は，資本家，ヨーマンの混入によ

って良村社会しり政i台的安定と，生産力の増加を実

現することにあったが〈注11〕，かつてJ・ミ1レが予
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'i'l'rJ1//I♂，t lγ<1stど ］，and’］舟（打『］》］θ，：.:: i1ご＇！＇＆ 、

寄生化Lたた：hこれらが可く｛白河七、,Xしたように司

[・ccナ一寸・ c1rr二ーにおける入品炉実験i土う己’ず屯），

：ンジャーブに閲してj七較可能なデーター
、
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十
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-:, －γ ン；ふ主に失敗に終わった。資本家，

入つの特徴として、がないのが残.1：であるが、メ、もと既存のft~村社会での有力者であ，、とから

生産

が軌道に乗る；二＇）れ逆に T1i場一平均より向くなって

村i地の読売frlti格は初期に市場平均より｛氏く，抗政策の失敗の結果浅されたか7）；之JJ出制度ρf二

平等ど過去の権力機構の強化であソた、その他の

入行t'（地でホさて上主、 ι，ti，じた月実が行tc;l〕hjこが， お：H 競売J也これは第 2；こすさ，nこ点と同様，L、る、tl:J,, : 0 

J)購入者ーも司生産が軌道tこ来るまで十分な資金的J三に示さ jしらように弓 l』止イふけ zt'I己11えペヲ実i完治iこ協

力した才；－，土 ·1；~に ！~王iJ:11 さ j L-／：二。

入~白政策の第三円特徴は，出 i たにも示される

Ltこがって

購入古が小法やyト作農であ η たと考えることは［トi

Iii(~ であるの

哀づけを必要としたこと合意味するコ

(ii，二］） 本尚て＇ IiL、乙「」｜市Jj},Jこいう概念it, k 

: iづfliit-Jうjl f人 c'' -(i -/.: ＇.、：， 11＇｛；ιIYJ:: i:l，中、る

Y不：，1[jj lこ｜対 Iらf!l、L,tl，占か主として LJ、，ヂし〆；y自i'.，こ

竺｜ ：供3口出ハι官＂＼J;:i＼「コiiiJ），~主主主 :YJri'J ＇ご rj 九、う 1 ＇；況を

仏！ 日、ι。二二： U I地 lr、行内山分円r：，；在瓶入：J

｜地；ti1l' 刀ゐこ ）＇ に該~＇（ずら。 l,,Jι 概念； t ；長妥 1,:1 i'1 

人口密集地域からの入納上うに，植J'.¥;J也当J-,,jは司

者募集や、 1.1f出民（Depressedclass¥ rn:mへの

呆本的には救済事業では

なかったために司入稿者の選択は健康で借対がえL

し軌道iこ乗るまで十分資金の貯えを持っている

者に限定されたことである ·i~J:l'

土地分配も行なったが．

十J占（；－ も炎、i「：；＇.， ': .'i.'.! ,j lらが、 「＿；， I J b：；」をilT坊と

い；月IJJ'ら;c,:;_,;s:1二， i{-¥ .'.-・:,; 1・1 休 lI 1:'J :le lnJ 性を外fこJム

,[rl待JL、ぅ q :1而怖を＂－＇＇介＇： I_ ：続的問 J分配か r'J

、！ '1 LろJ）！こ丸JL , riii P; .二；主け心分f'j日i 11, Jるi,

｛，而！ごさて、！立／[ Iマ、 と

（了i一コ1 Repρrtο刀 theReて，・ise正fSettlem，ヘntof the 

k可んahJうII/' Di可tri，、t司Punjal〕， I自Gら， P-10β 

(i:: :l) ._ ＇〕 ，＜，＇i＇二1x1して，，J, Baden-Powell, Tire 

l刊j

入村il也の一部が必ず競主に付さ

ここでは音E’；fcその i_，の上り t,そ

安i:-iの特徴は，

れたことであるつ

たとえばある北京fンドにおの購入：者が問題で，

Zラ

ける1795年から1850{j＇てまでに行なわれた競売で

号IJ

の例では，！構入？？の56%が都市：J:l:｛主告であった

i土，購入F干の27%が商人（Bania）でふった L.
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λand Sysfrms of British India, Oxford, ]8(J2, p 

64:1, Barth, F., Political Leαde1怖か amongSwat 

Pathans, London, Athlone Press, 1959, pp. 64-70を

参照されt・いη

Ci主4) r ,・ プと［土 2,, r：；に vlさま il t ;111:，ζ＇ Ji 

L，ハンノ＼・ ではチャー ・ 1＞アープ（Cl：尽jllo・ 

ab；ジェーラム；i:j／二千ーアーブ(11ftご（土さまれたi也JiO,

レ千戸ナ・ l7 - 7 (Rechna Doab；千工ブーブi11／と

ヲヴィー：llj: ま 1L t~ J，ζ上u.ノ：リー・ I・. 7 

(Bari Doali; ’＇l 1 -・ i"l，サ iしジーヒア、】r＇二上

さまれたj也九＼，）ん if［~であ叫。

(il: 5〕 f：とえば， Gustafson,W. E. and R B. 

Reidinger，“ Deliveryア。fCanal Water in North 

India and WeぅlPakistan.”1，，川 1υmi.ιandl'o!itical 

Weekly, Dec. lリ71を見上。

（注6〕 これは通常の使尚一費用比率と県仕り，便

前の，ii算にru：肢が0｛更前（主として水平1]10 だけを日十上

L, liiH委（／｝似た毛 無形使主主＼inta日記iblebenefit 1ペロ1上

していな旬、，： J C プJツコを恥！ょ。通常｝）用，、； I'：，；：ば

これらの数（／，：.t i＇っと高＜ ，，；二はずである。

（注 7) パンジャーフは，投資環境という点で二つ

の不I］｝（，＼を:frして，，，fこ。一つは臼然的条件（地形，地質）

が謹滅工）ii.;ji;f ！.ていた二，＇： , ＇也， l）一つ；J:. '. I j ,~ .I也当

lit に~主主リ！ '・ 1；；大な地il"-, I.Iむ 水利用；：＇.／ JI r 伝

統的権利議務関係と接触することがなかった点であ

る。

Ci主8) も止もと HI':y天マ？あ7.，が技術的（この場介護

1院f主術） I・ [JlJ Ji＇しえす廷litJ白1二っている lj也t＇・＇う

J~：味で用、 ; L る。

（注 9) 古lj者は“landrevenue due to irrigation，” 

後者は“enhancedrevenue，＇’と呼ばれていた。

（注10) ここでは石JII：￥：＼：必＇・J主術の先導ヶj九日＇Jiし

ている。こ i 点；こ隠してい Ishikawa, S., J,,'ni110111ic 

Dどvelopmentin A .. ,ian 1並行ρective(Kinokuniya, 

Tokyo, 1967), pp. 84 94を参照。濯I既技術を先発的で

あるとして，その他の技術（機械技術， 2ト‘物学的，ゴ

化学的於i礼 状j音WJl！！技科、flt.; t農法）をヲ，t・,・,:,';I：乾

燥地域決：tυ 「後発的j~ HU tして表現～ γ

UU1) Report on the C，フIonizationof the Cο 

vernment Waste Land, F. R. Young, Colonization 

Officer, Chenab Canal, 1897‘p. 10, 

（注12) 付併の経済は1itl己！それに社三・が1什r'r（；サ

ービスを f；｛か、する，JI:段上己， : L "j!I I>Hてし • ・' 0 九十c/i村
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ずんこのJ県木パ ：＜ ，壬踏襲した；C /,r iこ＊農民のへ＼1:

も必裂であった。このために 1村25～50エーカーのt
j也市：， これ lj非重量民（通常設下層民〉の入植を！足す手

段 1二～て，tiJり、一＂； .¥ ii／。ただし；ーと IIJべきことい．

If ：＂にの分配され a i!cは極端仁 •J；－ふーそれの よ

I,. きないよ、）司＇＇.ト l、れていf二二 L Lある。

〔／1:13) Reρart on the Colonization of Govern“ 

ment lV aste Land, 1897, pp. 20 23に入航者 ~5J1Jの

いJ nくti'/iか

I, 14) Cohn, S. S.，“ Struct山 乱l Changes rn 

Indian Rural Society,'' in Frykenl:erg, R E. ed., 

Land Control and Social Structure in lndi削

History Madison, Univ. of Wisconsin Press, 1969, 

pp. 7::-77. 

, 115) 

(l) チ，.・） ーブ（RakkBranch）入植地（3) F・パリ←・ドアーブ
一一 入制地

｜ 競売価桁 ｜市場平均価倍 ！お→売価格｜市場付」
ノレピー ノレピー I ｜何 桁

］同U 4:: 4 65.6 Jレピーl Jlヒ
l対lドj l、；4.0 81.0 1'111 . 275.8 I 1拘）（）
J!•:!(I j 7ソ：u1 345.o 191日. 130.o I 21 hυ 

一 lll]り 179.0I 227.11 
ニ7＇／入植地 E117 229,0 I 2S~. (I 

一一一一 1918 I 294 8 I 184.0 
競光悩情 ｜市場平均価悩 1919 I 493.o I 21s.o 

一一｜ 1920 I 593.0 I 345.o 
j ノレピー｜ ノレピー 1921 I 303.0 I 沼50 

1896 I 50.5 I 78.0 I 
lリII:, I 21i1i. :: I 85.0 

, 'I 'Ii , Paustian，ゆ 1i/., Agricultur;il Statistics of tlw 
lu 1j:ib, 1937よれ：＇1よ

阻土 地私 有権 の「 市場 」的 分配

土 地 市 場 の 発 生 と マ ニ ー ・ レ ン ダ ー

査 定 事 業 ， 入 植 事 業 の 過 程 に お い て 確 立 し た 土

地に対する私有権の分配には，植民地当局の政治

的‘社会的，そして経済的配慮がなされた。今こ

れきf土地私有株，正確には私的地代の「非市場｜

的分配だとすると，一方においてはその「市場」

的分配も進行していた。すでiニ述J Zたように‘方言

領インド期におL、てはじめて士i也市場が生成した

わけであるが，その基礎をなしたものが私的地代

の 制 度 的 確 立 に よ る 土 地 の 商 品 価 値 の 発 生 で あ っ

た二どは繰り氾して述べてきたが‘一二の点につL、

て今少し立ち入〉て検討してみたい。
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英飯インドにおけるこiニ地市場の生成と股開

パンジャーブにおけるマニー・レングーの

土地dit/!j参加率 (1871～l仰6)

錦 1図ペずニニパンジャーブにおける土地市場の生成は，

(1) 

(1）企訟訴に占める延滞〈負偵）tli
訴（%）

(2）ノ UIJ[i')J量に内約一

の；~1J合（ o/

i3) ,-IJ[ '',1コ：干に山める

レング…の；＂『， rn-(%)

(2) 

ι 。l

011ーイ

70イ
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5CH 

一・レン々ーの動きをit\~，ことによって明確にさ

れる。 ruoi斗は，パンιγープにおftる七地の私

有権が確立した時点から1900年までの聞における

土地市場とャニー・レンダーとの関連を示したも

i：地が市場iこ出てくる前段階としてまのであゐ。

ず農民負偵・の増加がある。負債の前艇として担保

の存在が必要であり，

経済価値を訂することが必要である。私的地代の

そしてその担保は私有する

40 

制度化がまさにその条flを満たした，わけである。

M• ダーリング（担 I lも指摘している

ように，農民負債が経済的に豊かな地域に多いと

したがって，

:111-いう現象は，負債をもたふした原因を問題にする

1
1
1叶
1
1
1
1
1
1

nu 
内
J
匂

し

たがってその担保力の生成によってまず説明され

なければならないだろう η

さて第 1I吋のグラフI1）は，延滞（負札勺） ， ~If訟の

前に，私的地代の発生による土地の商M1f1Uifu'l:,

I /H所） Thorl〕urn‘S.S., Al11salmans and入low’J

Lenders 111 thl' l'unjab, Lon〔l川、 WilliamBloclγ 

wood and Sons, 1886; Barrier, N. G., The Pun幽

jab Alienation of Land Bill of 1900, Duke Uni• 

versity Press‘1965より算出作成n

1900 1890 1880 1870 

JI) 

全訴訟に占める割合を示すものであるが，

民事訴訟法の制定された1866年以降増加している

ことと，その市合の高さを確認することができる。

若干数’Fを挙げれば， 1H70年の全訴訟件数iよ20.4

万件で，そのうち延滞訴訟は14.5万件（71%〕， 1884

年は 27.1万件中 21.3万（79%）となづている。訴

訟人がすへ iごマニー・レニゲーであ，たわけでは

それが

て，土地売質に占めるマニー・レンダーの割合を

示したものである。 1874年におけるマニー・レン

守ーの土地m・場参加率は41%(, SI万エーカー中九三

万エーカー〕であったが，抵当物件の場合と同じく

その参加率は年率平均4.2%の割合で下降し， 1896

その一つの指僚としヅラフ（2）は句わけであるが，での数が無視できないものごあ〉たこと

これは全抵当物件

（土地）に占めるマニー・しンダーの鮮i合を示し

たものであるが， 1874年iこは66%(18｝｝コーカーの

ないが，

はグラフ（3）によって知りうる。

マニー・レンうち11目9万エーカー）を占めている。

ダーの比率はその後年率平均4%で下降し， 1896

しかしこれも抵当物件の場年には却%とな－ ）た。しかしその絶対数は増加年には＇.W｝；》まで下がる、

台同様その取引絶対量は漸Jt/L, 1896年には；17.1 

マニー・レンダーが

購入した部分は7.4万エーカーであった。

27 

万エーカーの取引量に対し，

ザず二二

一・レンダーのシェアーは21万エーカーであった。

負債を遮済できなかった農民の抵当物件は流れる

同年67.:1万エーカーのJ"Jt当物件ν？パム‘し，
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I・地市場企 f二一.＞ンダ L の役割に！習しては

i）いつ4点r.::iHIしたい。第 U1，戸J三一・レンダ

ー（その大半は穀物商で非農耕者）の市場参加が土

地の商品イ1flif1l'Iの発生を実づけるものである，とい

う点である。すなわち襖数の投資機会を持ってい

よて J ニー・~－ ：.ノダーがj、量に1：地iii場にi.)}JIJした

ことは，／1)1,の投資機公とii-,J程度；），;2れ以上の収益

性が，土地所有によゥて実現していたと解釈でき

るからである 第2は，士地市場における地価決

定のメカニズムに果たしたマニー・レンダーの役

割である。つt!J土地市場が成立した初期段階に

おU、て，マιー・レンダーの資本効率が先導的役

割を果たしたために，地価が農業生産性を上まわ

る水準で決められた形跡があるからであふコこの

点については後述したい。第3は，マニー・レン

ゲーの土地市場への参加が，長I己負債をf宇う形で

行なわれた点である。そして第4は，マヱー・レ

ンダーの市場参加率が1870年明から年率平均4%

の割合で減少している事実である J その!ff（悶iま土

地投資の収雄性の減少に求められるが，この点は

後で検討することにしたい。

2. 謹民負債と土地譲渡法（1900）の制定

私的地代の制度的確立とともにマニー・しノンダ

ーによる農民への金融活動がi吊発になり， ：との高

利（通常24～36%）ゆえに抵当に出した土地を取

り上げられ，それが社会的，政治的問題に発展し

た例としては， 1875年のデッカン暴動を挙げるこ

左ができる。この事件はプーナ近郊の－J.Ck村に端

を発した農民のマコー・レンダーへの反逆で，し

だいにその輸を広げ，社会的，政治的問題へ発展

したものであるo 暴動の民的Lt,-7；レワ 1)•· (Mar-

wari），グジュラーティー（Gujrati）のマコー・レ

ンダーの手にある借用読書を日ごにしてし i；うこ

とであった。事態を拾収するためにデッカン暴動j

28 

対策委日会ができ、原因調査に乗り出し之。この

委員会の勧告に基づいて1879年デッカン農民救済

法（DeccanAgriculturists’Relief Act）が制定され

た。

暴動の原因がマニー・レンダーの法外な利子持活

にあることは， 十でに暴動の起こる；34三請にが〉

ベイ高等裁判所のウエスト判事によって指摘され

てい穴（注2）。同様の事態はペとノジャープlこも起と

りつぺlあった。パ〉ゾャーヅの場合：）；ンベイより

も私的地代の制度的確立は漣かった（地税率の確定

は188711：であった1が， 1870年以降は第 1表にも示

されるようにマニー・レンダーの活躍と急速な土

地市場の展開を経験した。 1886年ノζL＇） ャーブ州

の地区行政官であったソーパーン（S.S. Thorburn) 

が「パンジャープにおける回教徒とすニー・レン

ダーJ(¥Iusalmans and MonじyLender日 inthe Pun 

jab）を箸わし， 600万にのぼる回教徒農民が，政

府にたんら貢献しない約4万人のヒン戸ゥー商人

や金融業苦に搾取されてヤる有様を訴え，デッカ

ン農民救済法以上のラディカJレな措置を講じない

限札英尚治そのものの安定を脅かすーことになる

ことを瞥告した（注3）。

ソーベーンの替告や，事！岳、の進展に刺激され噌

政府も情報収集を始めその対策を検討した結果，

1900年にバンジャーブ土地譲渡法が制定され，マ

エー・レンダーが土地市場から排除されることに

なった。 1900年に行なわれたインド総督の諮問委

員会じ次のように桔論して1,心。すなわち30年余

りに及ぶ調査報告などを慎重に検討した結果，パ

ンジャーブを支えている農民の土地が，イギリス

による合＼Ji＇後驚くべき勢レで‘土地所有者として

「好ましくもなく，望ましくもない」階層の手に

渡って I，、らことが明白にな J ，た。この桔果，ノ：ン

ジヤ｝ブは政治的，経済的危機に直面している。
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市場へ参加する権利を奪うことによっご‘

ごの治思；;l:,スの植民地支配の安定lこ貢献L1二。

Jf-(c;{, 央約li}lJ／支を，自ら持お込んだ土地私有制度，

こjl i土

あくまでも農民から非農民への土地fj:官；／Jに関ナる

ものであり，農民間の市場原理に誌づく仁1也のf!f

的理fFlのためにゆがめる結果になっ／：がフ

パtati.町ltCS Ill 

〔il',?Ji) 1866 18リ;i: Bari icr、np.正it., ・¥ ppernhx, 

I、10:1よI]i':1,'Jし

!R:lり：1,19:i1/:is , lg，・indt11r,d

tl,r Iう日1iah,FU7 1；り mu,

tsしろ望ましい現匁であるどうξ

？主義j盃の市場土地投資の経済牲と地主、

参加

えられてャたCl.le5 ：，、

3. 

分配に関してはヲ

パンジ γ－］、における土地市坊が令特にその主IJ

h ーム・c,6. ,l；マド）年平:l:J上九iよさ：示して L 、ふ。；~~ソニーレンヲ一円影響をこうむ J ・' ！切におし、三，

:¥I主jl土j，司じ方法で1900年をJ左s:j主主FとLf二｝也価，たことは否定でさなヤが， 1，司Hおこ長代のrtiJ勢参JJII,

tひ、j山手はわ則：き主足立 Vームで示したれ川でかを無視すふことはでさないυ 店；）特に1880'.f代，

二円一二 J 日刈日liltうミ「、iサj「予日；こされること iし

Iむf見／）士;llよりも一目して

~· ,-, 
j山f1ttiU〕.1.'rr・ f'.J〕J;1,,:,

ーケーのLl'ii可h・

異なるのでj!'iJ妾の比i絞はでき！.（ ~、 ））二，日（）（） if.以 iえ

でも207）コ二一カ－11iHをの土地移動が行なわれてL、

Jd立1900年以前と以後にじける

1二1, ぃ~／ ・¥i:午t乙わゐペ寸でにi主Jζたよう1：日ん、 、i二、

J削L；υ）＇.；分 Lハl、ぞれ以降i上1分の l（：ふフfこr

しに小ーにこ 1、＇....）は実：二｛牧 lf,lされたl山悦ぶ rミー（／）11,J cハ

j也（に水準を反映L l口、 ζJと｛k)i:すると， j山悦cl)'.;

11(1n年目、降－！ ;';", Jが地代となる。そのi也｛＼：；がj也

ii!li：ニ見，｝－，－cいるか2.i山台民討したのふ＿：，－弓つl3!

19:.27'1-' ,iミでは町＇~；頑 r ；ンジ γ － l,:')i山比率；土司また一つ山特徴として時代が i、

上；｝乞

ること均二j）カミる。

るとともに上Jj山手宇宙jのT：：均規ぬが縮小 L,

こ）くの農民が十1也市場iこ参加するようになる。

Lたマこ二一・ L ンダー以外の土地終刊のJf;(llJ:jづ

u也購入お私的地代の増加iこ求めることふでき．

は私的地代をト分苔泊したと；民ぐあグヲたと iγ）プ

こjl. ；二上 rふと‘ .it~ i》 1',';jか,'JI竹郎l収益率であら「十、fこjI, 1い、；JJ；王｛t:.t:{r,i;f1lでかり．J：カγCきとみ f

たLりふ］ll() l ~い•，： l.1),j ＇ルーL その i支下｜；午糾をどと｝），u l-i土；＇：＿・（I）亡〔，，1!iづ）＇,'L,iiEぞきfこ,i,(tで；.ticL、点二

口）試みであるヴ こしI）こと iユ A • ) 

｛）えりにI也4は

この（氏1.'[i',)

その ’ペコはう

l(ll三年；こ；上1.16'¥,i二連 L・cL、らわ

円ことを子長日をして二、ゐ。1す三ゴ

よう 0 ~詰 2 図は’ 1869～ 1900年における実質地柿 のsfr午が本－w：の地代を示すとすれば，

郎収益率；土異常にず：；v、地印Ii水準を示｛「ことにな

十11士、jこの低い収益率の民｛国l土、

ヰ9

心九 f也の J)f土‘

これは土地の司i均価格を小女価格

（注6〕でデプレートしたものであるが，地価は実質

の推移である。
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第2図実質地｛耐の推移 (1869～1900〕
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（出所〉 .. 1gric11ltural Statistics of the Punjab, 

Brij Narain. H.i1shty Years of l'unjab Foοd 

l'riιe., /841 ]!)20, Board of Economic Inquiry, 

I’unjah のデーターより算出。ただ：.， 1870～1890 

年までは地価1ヂ－'1ーから 5年に I[cilしか出てな

いので，その間以 logY士 atbtで推計した。

1時69～Hl7:'i:r=0.12日

1875～1881}: r二 0.02ニ

1880～1丹8円： r=0.108 

1885～189り・ r=0.108

30 

第3図 実質地価，地税および土地投資の内部収益率

一一パンジャープ（1901-1942）ー

指悦（1901田 100)
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(/:H所） ヂーヲー‘推す十方法どれ第1同に問ぞ。

的に高い地価水準でなく， j色純が地代の 2分の］

の水準を示していないとど， つまり地税の実暫的

切下げを示すものである， どいうことである。

の2持法相互に矛前十るものではなく， むし九二

つの異なった側面を桁摘しているもので去るが，

いずれの場合でも私的地代の増加を立証している

三とに変上 Pはなν。

私的地代。コ増加，それを反映する地価の高騰は，

担保能力め拡大をもたらし， 農民負債の基盤を提

供する。地仙の両騰は同時に土地移動を刺激す

る。後者め場合問題i土なドとしても，前者の場合

農民負債が土地移動と結ο、っく可能性は二つ考え

られる。第 iは，債務者が， マニムー・レンダー並

みの高利を課せられてv、る場合である。第 2は，

仮ちに利率均三惜くても，負位を返済するに足る生

産牲を挙げえない場合である。 この場合負慣のベ
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ーブ水（1891～194:?)
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それも下f＿／材泉をたど紅白の収益率はI同点、.＇たが、
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日也1nHh今一加率のil'c下を証明ずらものと芳えんjl 

七地帯入＇1正全土マ

）二一.' :.. 'lーか人借りて土地投資を行たうだけ

こし川時期によ5＼、て主え，：、 1、弘、
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ギが長期停滞に入るのは1920:if前後からである

が，これは生産性上昇の唯一の要因であった濯瓶

投資がほぼ完了したという技術的要因と，地主制

の確立という制度的要因とによって与えられた生

1苧性の停滞に呼応する地価の相対的安定と考える

ことができる。そして1920年以降になると内部収

疏率は 5%以下に Fり，いかなる金融機関を用ν

ても土地投資は不可龍になっとくる。そして第4

に，これらの諸事実から結論づけられることは，

年間20万エーカー前後の土地移動を担づてし、た主

役は，十分な自己資金を宿ーしてL、た地主，｛；｛農層

であった，ということである。すでに述べたよう

に，濯祝技術lこよ也生産力の増加は，ーとれが公共

投資の形で行なわれ，しれも土地の本来的性格i二

合体するゆえに，個別農家にとっては資本利潤と

ならず地代として表われる。したがって個別農家

内貯蓄源は，地税率によ －） て与えら恥，さらに濯

概投資によって強化された私的地代部分であると

げ‘える。ただインプレートされた古川橋で土地を購

入するには，椙当

するから，七i也購入者－カ2小農であつT士と考．えるの

は困難であるO 換言すれば，私的地代の蓄積率が

少なU、か，それを持たtい、農民は， l:J也市場かt,

Tl i場原理によって締め出され亡きた土いうととで

ある。

この農業生産性五；上回当地fdli,.') J：：｝／.率を.itl!flす

る要国iよ未l：定カ，でなれ、 しノト L少なくともり次の

ら｝，？－は説明変数として有効であると思われる。第

1 l上， 土地の稀少佃i{u在のよ首1JUCふる。こil ;.t、問t&

(1(Jには土地一人口比率の問題として行える二とが

できる。第7表は第9表の基になるデーターであ

るが， 1911年までは，耕地の増加率が人口のそれ

を上回れしたがってj：地一人口比ドも増加して

いる。土地投資の収益率も，この時期までは下降

32 

傾向にありなポら，それ以後の時期比比べるとキll

.;::,t的』こ市い。しかし土地投資の収益率ポ急落すあ

1910年代になると，耕地拡張の主要因であった濯

洞地の増加率治下落し，人口増加率は耕地の増加

ネを上回るようになり， したがって土地一人口比

率も下降線をたどっている。

第2に考えられる要因は，土地市場の不完全性

であ I），特にその初期段階におけるマニー・レ＞

ダーの投資効率が，地価形成に果たした役割は重

要である。

第げは，土地ストックに対する評価である。す

でに述べたように，歴史的に一貫して土地規模と

権力は不可分の関係にあったが，土地の商品価値

ゾ）賦Jj.；~；.，経済的意味からも土地需要を刺激する

ととにたった。土地投資の収益率は自己資金を持

たない者にとって著しく不利であったことは述べ

たが，投資の源泉が私的地代の累積であり，しか

もそ心機会時用は非常にfl1かコfこことが， 1氏い収

益率の元での投資を促したー悶であると思われ

る。

第 1r土，代替的投資決会が少なか JJたことにか

えて，相対的に高い地価での投資が行なわれた糟

第7表 人11，耕地、濯需り也のjff移ーパンジャーブ

(1968～1931）ー （単位： 1,000)

年人 II！耕 j也｜胡地（2)/il「I(3刈）
(1¥ I (21 ! 13) , （エーカ－）＼〔%〉

18同 116,250 i 20,172 : 1,37:, 1.24 ¥ 6.8 
1881 16,9:19 , 23,400 i 1,9so 1.3s r s.a 
1391 i 18.653 126,000 i 3,016 1.39 r 11.6 
190t ・ 19;9.n '21:soo i九001 I ::l9 I 21.fi 
19H 19,57片.zR,483 I 1,221. 1.45 :?5.4 
1921 20,685 • 29,336 10,214 1 1.42 I 35.o 
19:ll 23,581 ・ 30,675 12,984 1.30 ' 42.3 

（出所〕 Agricultural Statistics of the I'unjab, 

19:37より算出。

（注〕 ]868～1901：現北西辺境州を含むパンジャーブ

]'.102～Ell 1：デ，.1ー（Delhi），ソネノ川、（Sonepat),

ノfーラーブ、ガノレ（Ballabgarh）を含むパンジャーブ
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由の一つに， 上j也そのもののストックとしての師

（｜自の増殖過千三への認識がある。つまり士地蕗入者

の考える経済性は，きわめて長期動態的でありヲ

あふ係の乗数効果が期待されていることである。

第 511，非農業ピクケーの高レ生産性が，地価

に反映されどvことであり．本稿の対象とした期間

引ムマニト.［／＞ゲーの資本収益率の地師形成

に果たした役割がそれてeある。そしてこの説明変

数の重要度は，非農業セクターの発出，公共投資

の拡大と多様化に伴い増加する傾向にあると言う

ことができる。

4. パンジャープにおける地主制の形成

以上の分析から推測できることは．小設の地と

「；＂われ， Lかも小良市I］が政策的にも保護されたは

ずのパンジャーブにおける地主制の形J戎であるつ

士j也市場の展開過程におし、て，市場原理による土

地私有権のめ分配の結果が地主おljの形成であ－－> 

Z二，ということを立証するデ－ 7－（土少なヤカ＼

市5図は方々から集めたものを A つの国にまとめ

たものである。また第 8支はそれぞれの期間にお

けら小作京：（地）比率ハ年平均上昇率を：示 Fもの

である。これらの数字からはあまり確定的なこと

は言いえなヤ。しれし，この凶表は小作比率が，

！二地市場の展開過程において一貫Lて増加してL、

ることと，英領期の末期iこは，少なくとも50%程

度に達してし、たであろう，という＇.＇. ）去を示日乏して

いる。この点を'J.llJの視角か九補ってみよ弓。

第 9夫左第10｝計士、小作農の年平均f迫力!l事ど，

人口のそれ土を，IくLたものである内 ;c' ___ ＇！～ーの告I]

約から両者を寸 jj社比することはできないが， {f日

い人口増加率土点L、小]1＇.良明加率を後認すること

ができるO とのことは，小作農の人口増加率と，

臼作農のそれとの間に極端な差違を想定しない限

り，小作率の増加を単なる人口増加の問題として

,U 

l•II 

,:, 

英£Jiイ J ドにおける土地市場の生成と展開

~5 図 ノfンジャーブにおける小作比率の推移

〔1866～1931〕
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（出所） 第自表参照3

ti; 8表 パザジャーブにおける小作比率の推移

（年平均的加率） : 1866-1931 

シャーヅ＿＿，，地区（Sl1ahpurDistrict) : 
1866～189ヨ

'.2 ＇；ンゾャーープ： 1889～1907 
'). ペンジャープ 1887 /88～1897/98 
-1 ＿，：：，，－ジヤ ;/: 1901～1931 
日 バジュ日ーンワーラ一地区（Gujran-

W旦laDistrict) 1901～193] 
Ii_ ンヤーヅール地［く ]901～19:31 
7. ムルターン地［イ（MultanDistrict): 

1901～19:H 
〆 パJ ジャーフ： 1889～1907
Cj パンジャープ、： 1892～1902

10. パザ〆ジャ，＿ :f 1902～1918 

1-16 

, 0_90 
' 2_ 75 

1-17 

o_gg 

] _].j 

0_4] 

J _:l4 
0_73 
1-08 

nt:Jm〕（1) Shahpur District Gazetteer, 1897_ 

(2) ¥Vils円n,l, Reccent Econo川 icDeτ・rlopments 

in the I'unjab, J 910_ (3) I'11njab Settlement 

;Uanual, 1899; Report of the Land Rec•enue 

λdministration of the I'unjab, 1897 /98，いず

れも RafiqAhmad, The Grou:th of T肘 wrial

Institutions in lV山 tPakistan-A Neτu Appro-

ad,. 19店7より号l用。（4）～（7〕Census of India, 

19。I,Ernφ （白・1 ¥Vilson, nρ cit_ (9〕～（10)Cal-

vert, H_, The lV mlth and lV r(farc of the 

戸川，ja/>,1922. )). 1ニのデーケ』土門推計 (logY= 

a十bt)

（注） (1）～（7): 小作農比率，（8）～（W,:！ト作地比率。

理解することができないことを意味する。これは

市場原理に基づいた土地の再分配の結果，小作率

均二上昇したことの傍証であるO
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小作比率が英樹末期にどの程度の高さであった

かは確証はないが， 1960年に行なわれたパキスタ

ンの農業センサスが一つの指標とある。これによ

ると， 1960年のパンジャーブにおける小作農比率，

小自作農比率，自作農比率は，それぞれ39%、

19%, 42%であった。この数字は，印パ分離に伴

って起きた農民の移動や，アユープの土地改革

(1959年〉を経た後のものであるから，英領末期よ

りやや低いと見なければならない。したがづて，

英領末期の小作比率が50%程度であったという推

定は妥当であると思われる。

パンジャープにおける地主昔話の形成は，明治初

期の日本における地主制の形成とは異なり，貨幣

支払を義務づけられた高い地税と，長期にわたる

低い農産物価格によって形成されず，むしろ逆に，

低い地税率と高い農産物価格により増加した私的

地代と高い地価による負債能力の拡大，地佃iと農

第9表パンジャーブにおける小作農の増加お

(1866～1907) 

1. シャープール地区： 1866～1893
2. パンジャープ・ 1889～1907
3. パンジャーブ 1872-1882
4. バンジャープ： 1882～1892
5. パンジャーブ： 1892～1902
6. パンジャーブ： 1872～1902

4.00 
3.39 
3.91 
8.81 
1.04 
4.51 

（出所〉 (1) Shahpur District Ga.zetti:・<T,1897. (:? 

Wilson, op. cit. (3）～（6) Calvert, op. cit. のデ

ーターより推計。

第10表人口，耕地，灘枇地の年平均増加率（%）

(1868～1931) 

1868～1881 
1881～1891 
1891～1901 
1911～1921 
1921～1931 

（出所〕 第7表のデーターより推計 (l円EY=a→bt), 
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業生産性との間の増加率の相違による土地投資の

経済性の低下などの要因によって形成されたもめ

である住8'oここにパンジャーずにおける地主備lj

形成過程の特質を見ることができるが，今一つ指

摘しな』tれlまならな＇・、ことい，英領期以前の権力

構造を投映するような方法で行なわれた土地私有

権の「非1¥1場j的分配が， ｜市場」的分配を通じ

て強化され乙そすれ修正されるよニとはなかったと

いうことである。これこそが戦後の政権をして土

地改革を提唱せざるをえなくしている歴史的条れー

である， と言えよう。

（注 1) 〆ーリ ／ ？＇による＇： ' J、農がftはから逃I.'

l ムれ’心、Jf由は， 1）ノj、規模句、荷主l所l場， 2)I二越，約七1

による家滋の損失， 3）先見の明のtJ,さ， 4）冠婚葬祭の

' L費に .I:；；，負債t可能にして！、む理由れ‘ 1）マニー

・レン日，， • ，存在， 2)J.産物＇ ' ,::; f1lt格と「 1 レに L

る地佃ir)）尚騰である。彼は本航の主題と異なり，農民

負債ーと｜一地111場と l lxb笠性を1,Ji;ti r Iこ論仁「 liるわfl

ごなく‘ ' iこ地価 i ＼トがf/ Fν のせL 」 L山ると L

う誤った考え方もしているが，パンジャーブの農業川

町に対1界？！くの鋭ト的J祭は現下i・ -- i, ／ムおが世1である。

Darling, 九T.,Thi: l'unj.劫 J>，’山，mtin lう・刷，perit＿、l
and Debt, London, Oxford Univ. Pr田 s,1932, Ch-

apter XII，特に pp.233-234. 

（注2) Justice ¥Yest, Th，’ l.,llld and the Laむ l

in lndia, 1872. 

（注3〕 Thornburn, S. S., 1"¥Jusalmans and 

λfoney-Lcnders in the Punjah, London. Willi出n

Blockwood Sons, 1886, pp. 1, 39. 

（注4) 「fント総箇諮問委員去I議事録J,Agri「ul-

tural Indc/,tedness in I河dia-scle,:tions(rn111 O.ffe 

rial Documents, Calcutta, 1915, p. 224 より•，I 用。

〔I上5〕 マニー・レンダーがこ1士地，u斗J亡活脱してい

Fこ時期i: i i'r .' iLたは J々は解で， l’ ,;jぷ＇.b.'; ＇生存は，文

J)J C'）進歩／）過程で耳、rrr_r主的に記...：：.0過渡ir'.JJ見匁である

という位置づけをしている。 Gov’tof India, Report 

of the }'amine Commission, Chapter III. ーection

IV, 18RO, pp. 130 1:36 

（注 6) まず lルピーで買える小麦ざ求め，これを

！司いて土地 1エ一六 、ハ市場悩I',',：買える’j、立の量，



Ⅳ　残された課題－むすびにかえて－

1975080037.TIF

'!}') u也J>l犠'i'UJをrm:,, rn,i'H・. wi¥uドとして
いV:1ヒ仁たものである。

(ii 7〕 1971/72年に筆ぷ＇ ; ; J ' . ' ／ノ、ンジャープ

い 4HにおけるJ//Uがこよる。これにlxJしては約をL安め

らj’；ii:'.でめる。
Ci上8〕 tちろんこれlt .般論でJi,.，・（，丹、定・11:x:

初Jtijに;t:;ける逝丞究7l.：や，幾泌物価怖の耳、安定によっ

二，土地を千波した例を完全に無税するわけではないo

' / • : .；し f二パンジャー勺；こj，けら ・if!1 f1，架か英領イ

lみ件から見て例外であとJ 小万点 vt ':' f：にl析を Fし

え’L¥ 、。たとえば最初に 7下 トに入フ Tニベ

ノ-Jijレ仁は， 「地位以入とj也告iJ'C，主主J - i差額たる地

主取分J（多国｜事一「分離.&I：工，l]ij ／ドノヤベンガノレ

川における地主・小作関係の展開」ブジプ経済研究所

調査研究部所内資料 昭策144年 18ベージ〉，つまり私

的地代が発生しはじめたのは1820年以降であるとされ

る。これは1793年の地税率永久固定が制定されてから

18201ftiiまでに起こった！：泡終効ぷノt乙ジャーフ型で

日点ゐ J ことを意味する 1,.' ・，；あ三。 j,j,i，すれば土地

Ii旬，＇，·， f111i僚の低い段階で♂•Ull'.H·討し二れが高くな

、亡治・じのゴi也移動とをい引ljJ ；：，必＇.［；；，） ノ｜じてくる。

こ，，) ；.＇：.；土今後検討してLハd ) ¥)  :)  '・ J’PハO

IV 残された課題

一一一むすびにかえて一一叫

パンジャーブ農業における英領期の分析は，そ

れ以前の時代の農業のみならーにそれ以後，すな

わ九独立後のバキスタン農業を理解する上で重要

である。本稿は，そういう認識に'<I'J ご，パンゾ

ャーブにおける土地市場の膿開過程をテーマとし

て，今まであまり行なわれなかった定量分析を試

みたものである。分析の過程でいくつかの新しい

指摘弘行なったつもりである，♂， 十分議論の尽く

せ1（い所も多かった。

本稿で展開した議論は十分要約的であるから，

ここで操り返す必要はないと思うが，主な論点は，

英領期における濯瓶投資のパンジャープへの集中

と，私的地代の制度的確立と土地市場の生成と展

,r乙i,;lインドにおける上J也・，＂i場ち生成と展開

1111，せして土J也私有権の「非市場」的および「市

J設」的分配と地主制の形成であった。この英領期に

おける経験は、現代ノξキスタ〉における農業生産

力の地域集中化を理解する上で重要であり，また

独立後の各政権が最初に着手する土地改革の歴史

的背最を知る上で不可欠である。また1891-1942

ff.内約50年間にわたって観察された地価の農業生

産性乞主｜司み上昇率は， 1960年代後半に導入され

ど尚収量品種の普及過程で生起した階層間格差の

同組に和二，，、分析視角を与えるものであるc この

問題に関しては稿を改めるつもりであるが，農業

生産性と地価のこうした関係が現時点まで観察さ

れたとすると，フロータームで測られる階眉間格

差，つまり所得格差よりも，ストックタームで測

られる格差、すなわち富の格差の方が大である，

u、う結論がi浮き出される。との意味は，導入さ

れるt矧ね：L、けに規模に中立的であ.' －ども，また

士山普及が 100%に及んだとしてし，富の格差は

縮小することはないだろう，ということである。

階膳間格差の分析にストック概念を導入する

と，格麓の基準には地代を用いるのが適当である。

ー） :tりj也代を取得する者と地代を支払う者との問

,j)拍土拍（］格：也そして取得する地代の規模に基づ

く相対的格差ボそれである。この基準は，上手にス

ト、、クタームの格差を明示的tこするのみならず，

私的地代部分が所得やコストの一部を形成すると

いうフロータームの関係をも含みうる利点をもっ

ている。いずれにしてもこれらの問題は，現時点

でのみロスセクションデーターを用いて検証しな

ければならないが，本稿では，英領期における土

地市場の分析がら示唆され，発展させるべき今後

のi課題として提示するにとどめたい。

（調査研究部〕
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